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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。
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半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第３四半期
連結累計期間

第94期
第３四半期
連結累計期間

第93期

会計期間

自 2019年
　 ４月１日
至 2019年

　 12月31日

自 2020年
　 ４月１日
至 2020年
　 12月31日

自 2019年
　 ４月１日
至 2020年
　 ３月31日

売上高 (千円) 13,425,547 9,812,998 17,867,389

経常利益又は経常損失(△) (千円) △12,532 132,507 △14,697

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損失(△)

(千円) △264,482 157,631 △471,653

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △198,065 62,132 △462,858

純資産額 (千円) 883,386 3,556,191 558,322

総資産額 (千円) 13,777,644 13,065,089 12,829,958

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期（当期）純損
失(△)

(円) △68.36 22.03 △121.87

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額

(円) ― 13.74 ―

自己資本比率 (％) 0.6 22.1 △1.6

回次
第93期

第３四半期
連結会計期間

第94期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

自 2020年10月１日
至 2020年12月31日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △5.90 20.47

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３ 第93期第３四半期及び第93期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当た

り四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

４ 「１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期（当期）純損失金額」算定上、役員報酬ＢＩＰ信託が保有

する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあ

りません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、自動車部品事業における新型コロナウイルス感染症による影響のピークは５・６・７月でしたので、国内に

ついては第１四半期に、海外子会社の会計期間は１～１２月であるため３ケ月の相異により第２四半期にそれぞれ売

上高の大幅減少となりましたが、いずれも８月以降、回復基調が鮮明になって来ております。また、住宅設備・冷機

部品事業については、影響が軽微であり、エンターテインメント事業は寧ろプラス要素となっております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。

(1) 財政状態及び経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大によりその活

動が停滞し、個人消費、設備投資、輸出を中心に多大な影響がみられ、極めて厳しい状況となりました。緊急事態

宣言の解除後は感染対策を行いながら経済活動が徐々に回復しておりましたが、新規感染者が再び増加しているこ

となどから、依然、予断を許さない状況が続いております。

当社グループにおきましては、ASEAN地域においても、新型コロナウイルス感染症の影響により経済活動が停滞

し、需要が低迷いたしましたが、徐々に回復しております。

その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は9,812百万円(前年同四半期比26.9%減)と減収となり、営

業利益は244百万円(前年同四半期比79.8%増)、経常利益は132百万円(前年同四半期は経常損失12百万円)、また、債

務免除により303百万円の特別利益を計上及び新型コロナウイルス感染症の影響により製造の稼働が著しく減少した

ことによる損失190百万円の特別損失の計上等により、税金等調整前四半期純利益は166百万円(前年同四半期は税金

等調整前四半期純損失176百万円)、親会社株主に帰属する四半期純利益は157百万円(前年同四半期は親会社株主に

帰属する四半期純損失264百万円）となりました。

このような状況の中、当社は、2019年度を初年度として策定した３カ年の再建中期計画に基づき、事業構造改革

を推進しておりますが、自動車部品事業では、新型コロナウイルス感染症の影響により操業縮小・停止等、需要が

大幅減少したことにより売上高が大幅に減少し、合理化施策に一定の効果が見られたものの及ばず収益は悪化いた

しました。しかしながら住宅設備・冷機部品事業では、新規住宅着工並びにリフォーム需要とも低調に推移し売上

高は減少したものの、構造改革の効果が如実に現れ収益は増益となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　① 自動車部品事業

当事業の国内自動車部門におきましては、新型コロナウイルス感染症の多大な影響を受け、第１四半期は顧

客の操業縮小・停止が続いておりましたが、第２四半期から回復傾向、さらに第３四半期は販売が急速に回復

しており、売上高、収益ともに増加しましたが、挽回までは至りませんでした。また、海外自動車部門のタイ

のECHO AUTOPARTS(THAILAND) CO.,LTD.はコロナウィルスの影響で自動車生産が大幅に落ち込みました。国内と

同様に回復基調になっておりますが、減収減益となっております。

この結果、売上高は5,398百万円(前年同四半期比33.6%減)、セグメント損失は57百万円(前年同四半期はセグ

メント利益280百万円)となりました。

　② 住宅設備・冷機部品事業

当事業の国内住宅設備部門におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響から徐々に回復の兆しは見え

てきましたが、オフィス設備需要減による空調製品関係は引き続き低調に留まり、売上高は減少いたしまし

た。しかしながら、構造改革の効果、不採算製品の原価改善及び整理・撤退を進めてきた結果、増益となりま

した。また、海外冷機部品部門におきましては、タイのTHAI KODAMA CO.,LTD.はコロナによるコンビニエンス
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ストアの販売不振の影響を受け、食品容器の売上高が大きく減少いたしました。ベトナムのTHAI KODAMA

(VIETNAM）CO.,LTD.では同じくコロナの影響で業務冷蔵庫用製品が苦戦致した結果、売上高が減少いたしまし

たが、社内の合理化を進めた結果、増益となりました。

この結果、売上高は3,717百万円(前年同四半期比20.2%減）、セグメント利益は301百万円（前年同四半期比

113.6%増）となりました。

　③ エンターテイメント事業

当事業におきましては、外出自粛による所謂‘巣ごもり需要’等の影響で、ゲームソフトパッケージの需要

が引き続き増加したことにより、売上高、収益とも増加しました。

この結果、売上高は696百万円(前年同四半期比10.2%増)、セグメント利益は82百万円(前年同四半期比57.4%

増）となりました。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は13,065百万円となり、前連結会計年度末に比べ235百万円の増加となりま

した。

資産では、流動資産が現金及び預金の増加等により1,009百万円増加し、固定資産が有形固定資産の償却等により

774百万円減少しました。

負債では、デット・エクイティ・スワップ及び債務免除等があり、流動負債では短期借入金の減少等により1,849

百万円減少し、固定負債が長期借入金の減少等で913百万円減少しました。

純資産では、第三者割当増資等により2,997百万円増加しました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21百万円であります。

(4) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、自動車部品事業の生産、受注及び販売実績が著しく減少しております。こ

れは新型コロナウィルス感染症等によるものであります。

(6) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画

の著しい変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,800,000

Ａ種優先株式 8,000,000

計 23,800,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,859,191 7,859,191
東京証券取引所

(市場第二部)

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であり、単元
株式数は100株であります。

Ａ種優先株式 7,812,500 7,812,500 ― （注）２、３

計 15,671,691 15,671,691 ― ―

（注）１．提出日現在発行数には、2021年２月１日からこの四半期報告書を提出する日までのＡ種優先株式の転

換による増減は含まれておりません。

　 ２．Ａ種優先株式の内容は次のとおりです。

　 (1) 剰余金の配当

　 ① 優先分配金

当社は、剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日(以下「配当基準日」とい

う。)の最終の株主名簿に記載又は記録された本優先株式を有する株主(以下「本優先株主」とい

う。)又は本優先株式の登録株式質権者(以下「本優先登録株式質権者」という。)に対して、配当

基準日の最終の株主名簿に記載又は記録された普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)

及び普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に先立ち、本優先株式１株

につき下記②に定める額の金銭による剰余金の配当(かかる配当により支払われる金銭を、以下

「本優先配当金」という。)を行う。

　 ② 優先配当金の額

本優先株式１株当たりの本優先配当金の額は、以下の算式に従い算出される金額について、配当

基準日の属する事業年度の初日(但し、配当基準日が2021年３月末日に終了する事業年度に属する

場合は、払込期日)(同日を含む。)から配当基準日(同日を含む。)までの期間の実日数につき、１

年を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む場合は366日)として日割計算により算出される金額と

する。但し、配当基準日の属する事業年度中の、配当基準日より前の日を基準日として本優先株主

又は本優先登録株式質権者に対し剰余金を配当したときは、本優先株式１株当たりの本優先配当金

の額は、その各配当における本優先株式１株当たりの本優先配当金の合計額を控除した金額とする

(本優先配当金は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)。

　 ＜算式＞

　 本優先配当金＝256円×2.0％

　 ③ 累積条項

当社は、ある事業年度において本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して行う１株当たりの

剰余金の配当の総額が、当該事業年度の末日のみを基準日とした場合の本優先配当金の額に達しな

いときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額(以下「本累積未払配当金」と
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いう。)については、当該翌事業年度以降、本優先配当金並びに普通株主及び普通登録株式質権者

に対する剰余金の配当に先立ち、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して配当する。

　 ④ 非参加条項

本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して、本優先配当金を超えて剰余金の配当を行わな

い。

　 (2) 残余財産の分配

　 ① 優先分配金

当社は、残余財産を分配するときは、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して、普通株主

及び普通登録株式質権者に先立ち、本優先株式１株当たり、256円に本累積未払配当金相当額及び

本経過未払配当金相当額を加えた金額を金銭により分配する。

「本経過未払配当金相当額」は、残余財産分配日を剰余金の配当の基準日と仮定し、残余財産分

配日の属する事業年度の初日(但し、残余財産分配日が2021年３月末日に終了する事業年度に属す

る場合は、払込期日)(同日を含む。)から残余財産分配日(同日を含む。)までの日数を上記(1)①の

算式に適用して得られる優先配当金の額とする。

　 ② 非参加条項

本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して、上記①に係るものを超えて、残余財産の分配を

行わない。

　 (3) 議決権

　 本優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

　 (4) 普通株式を対価とする取得請求権(転換権)

　 ① 転換権の内容

本優先株主は、2020年６月30日以降いつでも、当社に対し、下記④に定める数の普通株式の交付

と引換えに、その保有する本優先株式の全部又は一部を取得することを請求すること(以下「転換

請求」という。)ができるものとし、当社は、当該転換請求に係る本優先株式を取得するのと引換

えに、法令上可能な範囲で、下記④に定める数の普通株式を交付するものとする。なお、下記⑥に

従い、転換請求の効力が発生する日を、以下「転換請求権効力発生日」という。(注)

(注) スポンサー契約の規定により、割当予定先は、本優先株式の割当日から2021年３月31日まで

の間、普通株式を対価とする取得請求権の行使を行うことができないものとされています。

但し、当該期間中であっても、当社が以下のいずれかに該当する場合はこの限りではないと

されています。なお、本優先株式の内容とスポンサー契約の規定で、転換請求を行うことが

できる時期に差異が設けられているのは、登記上の理由によるものです。

① スポンサー契約又はこれに付随する株式引受契約等に定める表明及び保証又は義務に重大な

違反がある場合

　② 本対象債権者に対する金融債務に係る最終契約に債務不履行事由等が発生した場合

③ 金融商品取引法に基づく有価証券報告書又は四半期報告書その他の開示書類の提出、届出又

は開示をしない場合

　 ② 当初転換価額

　 当初転換価額は、256円とする。

　 ③ 転換価額の調整

　 (ⅰ) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり転換価額を調整する。

(a) 普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により転換価額を調

整する。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」

は「無償割当て前発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除

く。)」、「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点

で当社が保有する普通株式を除く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後 ＝ 調整前 ×分割前発行済普通株式数

転換価額 転換価額 分割後発行済普通株式数
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調整後転換価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日(株

式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日)以降これを適用する。

　 (b) 普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により転換価額を調整する。

調整後 ＝ 調整前 ×併合前発行済普通株式数

転換価額 転換価額 併合後発行済普通株式数

調整後転換価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

(c) 下記(ⅳ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又

は当社が保有する普通株式を処分する場合(株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換

えに取得される株式若しくは新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本

号において同じ。)の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合

又は合併、株式交換若しくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。)、次の算式

(以下「転換価額調整式」という。)により転換価額を調整する。転換価額調整式における

「１株当たりの払込金額」は、金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の適

正な評価額とする。調整後転換価額は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払込期間

の最終日)の翌日以降、また株主への割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日(以下

「株主割当日」という。)の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処

分する場合には、次の算式における「新発行普通株式数」は「処分普通株式数」、「自己普

通株式数」は「処分前自己普通株式数」とそれぞれ読み替える。

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×

(既発行普通株式数
－
自己普通株式数)

＋
新発行
普通株式数

×
１株当たりの
払込金額

時価

(既発行普通株式数－自己普通株式数)＋新発行普通株式数

(d) 当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(ⅳ)に定める普通

株式１株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの転換価額をもって普通株式の交付を受

けることができる株式を発行又は処分する場合(株式無償割当ての場合を含む。)、かかる株

式の払込期日(払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本(d)において同

じ。)に、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(株式無償割当てに係る基準日を定

めた場合は当該基準日。以下本(d)において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日

に、発行又は処分される株式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみ

なし、転換価額調整式において「１株当たりの払込金額」としてかかる価額を使用して計算

される額を、調整後転換価額とする。調整後転換価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割

当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌

日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際して交付される普通株式の対価が上

記の時点で確定していない場合は、調整後転換価額は、当該対価の確定時点において発行又

は処分される株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普通株式が交付されたもの

とみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

(e) 行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権

の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産(金銭以外の財産を出資の目的とす

る場合には、当該財産の適正な評価額とする。以下本(e)において同じ。)の合計額が下記

(ⅳ)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けること

ができる新株予約権を発行する場合(新株予約権無償割当ての場合を含む。)、かかる新株予

約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(新株予約権無償割

当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(e)において同じ。)に、また株主割当

日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得され
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て普通株式が交付されたものとみなし、転換価額調整式において「１株当たりの払込金額」

として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出資される

財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後転換価額とす

る。調整後転換価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場

合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これ

を適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される普通株式の対価が上記の

時点で確定していない場合は、調整後転換価額は、当該対価の確定時点において発行される

新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付され

たものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ) 上記(ⅰ)に掲げた事由によるほか、下記(a)乃至(c)のいずれかに該当する場合には、当社は

本優先株主及び本優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事

由、調整後転換価額、適用の日及びその他必要な事項を通知したうえ、転換価額の調整を適切

に行うものとする。

(a) 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸

収分割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の

承継又は新設分割のために転換価額の調整を必要とするとき。

(b) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換

価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があると

き。

(C) その他、発行済普通株式数(但し、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更又は変更

の可能性を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とするとき。

(ⅲ) 転換価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を四捨五入する。

(ⅳ) 転換価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先

立つ45取引日目に始まる連続する30取引日のVWAPの平均値とする。

(ⅴ) 転換価額の調整に際し計算を行った結果、調整後転換価額と調整前転換価額との差額が0.1

円未満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。但し、本(ⅴ)により不要とされ

た調整は繰り越されて、その後の調整の計算において斟酌される。

　 ④ 取得と引換えに交付すべき普通株式数

取得と引換えに
交付すべき
普通株式数

＝
転換請求に係る本優先株式の数×256円

転換価額

　 ⑤ 転換請求受付場所

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

⑥ 転換請求の効力発生

転換請求の効力は、転換請求に要する書類が上記⑤に記載する転換請求受付場所に到達したとき

又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発生する。

　 (5) 現金を対価とする取得請求権(償還請求権)

　 ① 償還請求権の内容

本優先株主は、2020年６月30日以降、いつでも、当社に対して金銭を対価として、その保有する

本優先株式の全部又は一部を取得することを請求(以下「償還請求」という。)することができる。

この場合、当社は、本優先株式１株を取得するのと引換えに、当該償還請求の日(以下「償還請求

日」という。)における会社法第461条第２項に定める分配可能額を限度として、法令上可能な範囲

で、当該償還請求の効力が生じる日に、当該本優先株主に対して、下記②に定める金額の金銭を交

付する。なお、償還請求日における分配可能額を超えて償還請求が行われた場合、取得すべき本優

先株式は、償還請求が行われた本優先株式の数に応じた比例按分の方法により決定する。(注)
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(注) スポンサー契約の規定により、割当予定先は、本優先株式の割当日から2021年３月31日まで

の間、現金を対価とする取得請求権の行使を行うことができないものとされています。但し、

当該期間中であっても、当社が以下のいずれかに該当する場合はこの限りではないとされてい

ます。なお、本優先株式の内容とスポンサー契約の規定で、償還請求を行うことができる時期

に差異が設けられているのは、登記上の理由によるものです。

① スポンサー契約又はこれに付随する株式引受契約等に定める表明及び保証又は義務に重大な違

反がある場合

② 本対象債権者に対する金融債務に係る最終契約に債務不履行事由等が発生した場合

③ 金融商品取引法に基づく有価証券報告書又は四半期報告書その他の開示書類の提出、届出又は

開示をしない場合

　 ② 償還価額

本優先株式１株当たりの償還価額は、256円に本累積未払配当金相当額及び本経過未払配当金相

当額を加えた額とする。なお、本②においては、上記(2)①に定める本経過未払配当金相当額の計

算における「残余財産分配日」を「償還請求日」と読み替えて、本経過未払配当金相当額を計算す

る。

　 ③ 償還請求受付場所

　 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

　 ④ 償還請求の効力発生

償還請求の効力は、償還請求に要する書類が上記③に記載する償還請求受付場所に到達したとき

又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発生する。

　 (6) 現金を対価とする取得条項

　 ① 強制償還の内容

当社は、2021年４月１日以降、当社の取締役会が別途定める日(以下「強制償還日」という。)の

到来をもって、本優先株主又は本優先登録株式質権者の意思にかかわらず、本優先株主又は本優先

登録株式質権者に対して強制償還日から２週間以上前までに通知を行ったうえで、当社が本優先株

式の全部又は一部を取得するのと引換えに、本優先株式の強制償還日における会社法第461条第２

項に定める分配可能額を限度として、本優先株主又は本優先登録株式質権者に対して下記②に定め

る金額の金銭を交付することができる。なお、本優先株式の一部を取得するときは、取得する本優

先株式は、取得の対象となる本優先株式の数に応じた比例按分の方法により決定する。

　 ② 強制償還価額

本優先株式１株当たりの強制償還価額は、256円に本累積未払配当金相当額及び本経過未払配当

金相当額を加えた額とする。なお、本②においては、上記(2)①に定める本経過未払配当金相当額

の計算における「残余財産分配日」を「強制償還日」と読み替えて、本経過未払配当金相当額を計

算する。

　 (7) 譲渡制限

　 本優先株式を譲渡により取得するには、当社取締役会の承認を受けなければならない。

　 (8) 株式の併合又は分割及び株式無償割当て

法令に別段の定めがある場合を除き、本優先株式について株式の併合又は分割は行わない。本優先

株主には、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権の無償

割当てを行わない。

(9) 種類株主総会の決議

　 定款において、会社法第322条第2項に関する定めはしていない。

３．発行済み株式のうち、Ａ種優先株式7,812,500株については、債権（金銭債権2,000,000千円）の現物
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出資（デット・エクイティ・スワップ）により発行されたものであります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年12月31日 ― 15,671,691 ― 100,000 ― ―

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2020年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種優先株式

7,812,500
―

A種優先株式の内容は、（１）株式
の総数等②発行済株式（注）２に記
載の通りであります。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 ―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は1,000株であります。4,200

完全議決権株式(その他)
普通株式

78,349 同上
7,834,900

単元未満株式
普通株式

― 同上
20,091

発行済株式総数 15,671,691 ― ―

総株主の議決権 ― 78,349 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託の所有する当社株式 66,017株

　 （議決権 660個）が含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 86株が含まれております。

② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
児玉化学工業株式会社

東京都中央区日本橋本石
町１－２－２

4,200 ― 4,200 0.05

計 ― 4,200 ― 4,200 0.05

（注）上記のほか、「役員報酬ＢＩＰ信託」導入に伴い設定された役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式66,017

株を四半期連結貸借対照表上、自己株式として処理しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2020年10月１日から2020年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人薄衣佐吉事務所により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 837,919 1,952,647

受取手形及び売掛金 ※1 2,714,331 ※1,※2 2,645,444

商品及び製品 337,459 370,024

仕掛品 241,465 231,012

原材料及び貯蔵品 611,427 567,531

その他 157,561 145,650

貸倒引当金 △10,955 △13,454

流動資産合計 4,889,209 5,898,857

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,220,761 5,846,817

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,806,217 △3,685,804

建物及び構築物（純額） 2,414,543 2,161,012

機械装置及び運搬具 8,243,575 7,832,106

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,908,646 △6,707,704

機械装置及び運搬具（純額） 1,334,928 1,124,402

土地 2,986,308 2,930,905

リース資産 887,724 600,681

減価償却累計額 △492,840 △377,044

リース資産（純額） 394,884 223,637

建設仮勘定 156,689 105,046

その他 3,021,644 2,983,197

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,723,783 △2,747,825

その他（純額） 297,860 235,372

有形固定資産合計 7,585,214 6,780,376

無形固定資産

その他 57,957 100,495

無形固定資産合計 57,957 100,495

投資その他の資産

投資有価証券 179,699 194,225

長期貸付金 113,650 －

固定化営業債権 18,990 18,990

繰延税金資産 72,974 56,738

その他 106,058 69,556

貸倒引当金 △193,795 △54,150

投資その他の資産合計 297,576 285,360

固定資産合計 7,940,749 7,166,232

資産合計 12,829,958 13,065,089
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,992,772 1,763,075

電子記録債務 757,109 718,250

短期借入金 6,157,074 4,622,402

リース債務 117,832 21,444

未払法人税等 53,533 20,450

賞与引当金 71,742 119,882

関係会社整理損失引当金 76,677 －

環境対策引当金 8,280 7,495

その他 663,405 776,009

流動負債合計 9,898,427 8,049,010

固定負債

長期借入金 1,560,667 801,117

リース債務 124,966 112,145

繰延税金負債 61,267 45,216

株式給付引当金 10,363 7,904

退職給付に係る負債 615,944 493,503

固定負債合計 2,373,208 1,459,887

負債合計 12,271,636 9,508,897

純資産の部

株主資本

資本金 3,343,856 100,000

資本剰余金 272,256 2,254,948

利益剰余金 △3,734,561 648,974

自己株式 △66,560 △59,032

株主資本合計 △185,008 2,944,890

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △53,816 △18,274

為替換算調整勘定 62,786 △4,138

退職給付に係る調整累計額 △32,495 △36,012

その他の包括利益累計額合計 △23,526 △58,424

非支配株主持分 766,856 669,726

純資産合計 558,322 3,556,191

負債純資産合計 12,829,958 13,065,089
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

売上高 13,425,547 9,812,998

売上原価 11,768,374 8,400,411

売上総利益 1,657,172 1,412,586

販売費及び一般管理費 1,521,143 1,167,983

営業利益 136,028 244,602

営業外収益

受取利息 11,493 12,743

受取配当金 8,998 9,427

為替差益 ― 1,557

固定資産売却益 9,786 ―

その他 18,040 14,737

営業外収益合計 48,318 38,465

営業外費用

支払利息 126,792 96,508

支払手数料 12,926 15,661

為替差損 20,466 ―

その他 36,693 38,389

営業外費用合計 196,879 150,559

経常利益又は経常損失（△） △12,532 132,507

特別利益

債務免除益 ― 303,485

固定資産売却益 ― 1,439

特別利益合計 ― 304,925

特別損失

新型コロナウイルス感染症による損失 ― 190,276

事業構造改善費用 163,735 73,078

固定資産売却損 ― 7,612

特別損失合計 163,735 270,966

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△176,267 166,466

法人税、住民税及び事業税 59,125 25,696

法人税等調整額 △27,178 △7,067

法人税等合計 31,947 18,628

四半期純利益又は四半期純損失（△） △208,215 147,837

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

56,267 △9,794

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△264,482 157,631
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △208,215 147,837

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 10,979 35,542

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 5,674 △120,704

退職給付に係る調整額 △6,504 △544

その他の包括利益合計 10,149 △85,705

四半期包括利益 △198,065 62,132

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △266,206 122,732

非支配株主に係る四半期包括利益 68,140 △60,600
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、当社の連結子会社でありました無錫普拉那塑膠有限公司は当社保有の株式を全

て譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(会計上の見積りの変更)

退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数の変更

当社グループは、退職給付に係る会計処理の数理計算上の差異の費用処理年数について、従来、従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）で費用処理しておりましたが、平均残存勤務期間がこれを下回ったため、第

１四半期連結会計期間より費用処理年数を８年に変更しております。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年12月31日)

該当事項はありません。

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について

当社は、2015年６月26日の定時株主総会決議により、取締役(社外取締役及び監査等委員である者を除く。)及び当

社と委任契約を締結している執行役員を対象に、取締役等の報酬と当社の株式価値との連動性をより明確にし、中

長期に継続した業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的にして、「役員報酬ＢＩＰ信託」を

導入しております。

(１)取引の概要

本制度は当社が拠出する取締役等報酬額を原資として当社株式が信託を通じて取得され、役位と業績指標に応じて

当社の取締役等に当社株式および当社株式の換価処分金相当額の金銭が取締役等の退任時に交付および給付される

株式報酬制度です。ただし、取締役等が当社株式等の交付等を受けるのは、原則として、取締役等の退任時となり

ます。

(２)信託に残存する自己株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用を除く。）により、純資産の部に自己株式として計

上しております。当第３四半期連結会計期間末日現在において、当該自己株式の帳簿価額および株式数は、55,282

千円、66千株であります。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

当社グループは、新型コロナウイルスの影響が少なくとも一定期間続くとの仮定の下、第３四半期連結会計期間末

日時点で入手可能な情報をもとに会計上の見積りを行っております。しかしながら、新型コロナウイルスの影響は

不確実性が大きく、将来事業計画等の見込数値に反映させることが難しい要素もあり、当連結会計年度の当社グル

ープの財政状態、経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。なお、前連結会計年度の有価証券報告書で記

載した内容から重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　※１ 偶発債務

　債権の流動化

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

手形債権流動化ともなう遡及義務 4,236千円 ―千円

売掛債権流動化ともなう遡及義務 32,357 ―

受取手形割引高 71,148 123,958

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2020年12月31日)

受取手形 ―千円 39,660千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のと

おりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

減価償却費 735,566千円 590,390千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

2020年６月26日開催の定時株主総会の決議に基づき、エンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任組合に対

して第三者割当により募集株式（普通株式及びA種優先株式）発行し、同組合から2020年６月30日付けで、第三者割

当増資の払込みを受けました。この結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,500,000千円増加いたしました。ま

た、同定時株主総会の決議に基づき、2020年６月30日付で資本金の額4,843,856千円のうち4,743,856千円、資本準

備金の額1,822,824千円のうち1,822,824千円を減少させ、その全額をその他資本剰余金に振り替えた後、同日付で

その他資本剰余金を4,261,164千円減少し、繰越利益剰余金に振り替え、欠損補填を行っております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
自動車部品

事業
住宅設備・冷機部品

事業
エンターテイメント

事業

売上高

外部顧客への売上高 8,133,525 4,659,683 632,337 13,425,547

セグメント間の内部売上高又
は振替高

107,911 216,265 73 324,251

計 8,241,437 4,875,949 632,411 13,749,798

セグメント利益 280,483 141,044 52,258 473,786

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 473,786

全社費用(注) △640,245

未実現損益調整額 940

その他の調整額 △10,749

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純損失（△） △176,267

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計
自動車部品

事業
住宅設備・冷機部品

事業
エンターテイメント

事業

売上高

外部顧客への売上高 5,398,799 3,717,596 696,602 9,812,998

セグメント間の内部売上高又
は振替高

194,511 469,270 ― 663,781

計 5,593,310 4,186,866 696,602 10,476,779

セグメント利益又は損失（△） △57,183 301,313 82,229 326,359

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 326,359

全社費用(注) △120,285

未実現損益調整額 1,451

その他の調整額 △41,059

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 166,466

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、債務免除益及び研究開発費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

△68円36銭 22円03銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失(△)（千円）

△264,482 157,631

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 20,273

（うち優先配当額(千円)） (―) (20,273)

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又
は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

△264,482 137,357

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,868 6,235

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 13円74銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― 20,273

（うち優先配当額(千円)） ― (20,273)

普通株式増加数(株) ― 5,237

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) １ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であるため、記載しておりません。

２ 前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の普通株式の期中平均株式数について、その計算

において控除する自己株式に役員報酬ＢＩＰ信託として保有する当社株式を含めております。なお、当該信

託として保有する当社株式の普通株式の前第３四半期連結累計期間の期中平均株式数は、80,365株であり、

当第３四半期連結累計期間の期中平均株式数は、69,713株であります。
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年２月10日

児玉化学工業株式会社

取締役会 御中

監査法人薄衣佐吉事務所

　東京都文京区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 河 合 洋 明 印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 谷 一 史 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている児玉化学工業株

式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、児玉化学工業株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　



ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー

報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財

務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが

求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年２月12日

【会社名】 児玉化学工業株式会社

【英訳名】 KODAMA CHEMICAL INDUSTRY CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 坪田 順一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田須田町二丁目２５番１６(日宝秋葉原ビル)

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長坪田順一は、当社の第94期第３四半期（自 2020年10月１日 至 2020年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



　



　


